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提言に係るロードマップ 

民間協働（オープンイノベーション）事業の拡大
委託業務（クローズドイノベーション）事業の縮小  

  業務サポートAI導入 
     各部署におけるAI導入 

AIロボット等による市民生活サポート 
 
業務AIと個人AI、庁内AI等全体のAI最適化 

シ
ン
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テ
ィ
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組織のデジタルトランスフォーメーション 
職員はコーディネーター職へ 

業務におけるデータ分析・活用 

地域課題の見える化 

業務効率化率 1%          5%   10%                     30%                               50%          60%              80%   

100% 

    汎用ＡＩ導入による全業務効率化 

IoT機器導入 

区役所等窓口業務へのIoT導入 

職員研修・意識改革 

オリパラ 
新本庁舎 

市制
100年 

データ整備 

汎用AI 

AI、IoTの業務導入に向けた人材育成 

AI実務推進プロジェクト 

直接市民サービス業務の拡大 

人事採用・異動のシームレス化（時期と場所も）  

業務システムにおけるデータ流通機能の追加 

パソコンからモバイルデバイスへの切替 
会議室等へのIoT導入 （会議録のデータ化含む） 

全ての業務における 
IoT導入（IoE） 

       オープンデータによる市内データ流通プラットフォームの構築 
     庁内でのデータ・情報共有の推進（個人情報を除く）  
オープンデータカタログサイトの構築 
          資料等の庁内横断的な検索システムの構築 

官民データラウンドテーブルの開催 

ユニファイドコミュニケーションツールの導入 

 業務マニュアルの自動作成・自動更新 

AI による窓口業務の無人化 
 

   ※民間との協働（オープンイノベーション）事業の実施  
    AI活用による課題解決アイデアソン・ハッカソン 
        ICTサービス（アプリ）コンテストなど 

データ標準化ルールの整備 
          センシティブデータの共有ルール整備 

AI による窓口業務の支援 
        電話応対へのAI導入 

   データ量の多い業務からAI導入 
   （サンキューコール等） 

ルーチン作業へのRPA導入 
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拡張現実等による研修、OJTの実施 

※本研究会における想定 

※業務効率化率は、AI・RPA・デジタルの駆使、業務全般の見直しなどにより、現在の業務が効率化され、新たな業務にシフトしていく割合を示したもの 


